
愛媛県競技力向上対策本部規約 

 

 

第１章 総則 

 （名称） 

第１条 この本部は、愛媛県競技力向上対策本部（以下「対策本部」という。）と称する。 

 （目的） 

第２条 対策本部は、積極的かつ効果的に本県手づくりのスポーツ選手の発掘、育成強化を図る

とともに、本県スポーツのより一層の普及振興を目指し、「スポーツ立県えひめ」の実現と本

県スポーツの飛躍的な発展を期するものとする。 

 （事業） 

第３条 対策本部は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 愛媛県競技力向上対策基本計画（平成19年１月策定。以下「基本計画」という。）を踏ま

えた具体的な競技力向上対策の検討に関すること。 

 ⑵ 基本計画の進ちょく状況等の分析・評価及びその結果を踏まえた基本計画の見直しに関す

ること。 

 ⑶ 競技団体等の活動状況の把握、個別計画の分析・評価及び活動に対する指導・助言に関す

ること。 

 ⑷ 競技力向上対策関係補助金の競技団体等への配分及び執行に関すること。 

 ⑸ スポーツの潜在的な才能を有する県内の小中学生を発掘し、育成・強化に関すること。 

 ⑹ その他対策本部の目的達成に必要な事業に関すること。 

   第２章 組織 

 （組織） 

第４条 対策本部は、本部長、監事及び次に掲げる者のうちから本部長が委嘱する委員15名以上

25名以内をもって組織する。 

 ⑴ 学校教育関係団体関係者 

 ⑵ 県スポーツ協会関係者 

 ⑶ 経済・企業団体関係者 

 ⑷ 学識経験を有する者 

 ⑸ 県関係者 

 ⑹ その他本部長が特に必要と認める者 

 （役員） 

第５条 対策本部に次の役員を置く。 

 ⑴ 本部長   １人 

 ⑵ 副本部長  若干名 

 ⑶ 監事    若干名 

 （役員の選出） 

第６条 本部長は、愛媛県観光スポーツ文化部の所掌事務を担当する副知事をもって充てる。 

２ 副本部長は、対策本部の会議（以下「本部委員会」という。）の承認を得て、委員のうちから

本部長が指名する。 



３ 監事は、本部委員会の承認を得て、本部長が委嘱する。 

 （役員の職務） 

第７条 本部長は、対策本部を代表し、対策本部の事務を総理する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

３ 監事は、事業の執行状況及び会計について監査し、必要があるときは、本部長に対し意見を

述べることができる。 

 （任期等） 

第８条 委員及び監事（以下「委員等」という。）の任期は、委嘱された日から第18条の規定によ

り対策本部が解散するときまでとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員等に委嘱された者が、その属する機関又は団体において委嘱

されたときの役職を離れたときは、当該委員等の任期は当該役職にあった日までとする。 

３ 前項の規定により委員等が欠けたときは、当該委員等の属していた機関又は団体において当

該委員等の後任となった者を委員等に委嘱するものとする。 

４ 本部長は、委員等に特別の事情が生じたときは、その職を解き、必要に応じて補充すること

ができる。 

５ 本部長は、前３項の規定により委員等の変更があった場合は、次の本部委員会において報告

する。 

 （会長） 

第９条 対策本部に会長を置く。 

２ 会長は、対策本部の名誉職とし、愛媛県知事の職にあるものをもって充てる。 

   第３章 本部委員会 

 （本部委員会） 

第10条 本部委員会は、本部長及び委員をもって構成する。 

２ 本部委員会は、本部長が招集し、議長となる。 

３ 本部委員会は、次に掲げる事項を審議し、決定する。 

 ⑴ 事業実施の基本的な方針に関すること。 

 ⑵ 規約に関すること。 

 ⑶ 事業計画及び事業報告に関すること。 

 ⑷ 予算及び決算に関すること。 

 ⑸ その他対策本部の運営に係る重要な事項に関すること。 

４ 本部委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

５ 本部委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

６ やむを得ない理由のため本部委員会に出席できない委員は、あらかじめ通知された事項につ

いて書面をもって表決し、又は他の者を代理人として表決を委任することができる。この場合

において、前２項の規定の適用については、本部委員会に出席したものとみなす。 

７ 本部長は、必要があると認めるときは、委員に対し書面による議決を求め、これをもっ

て本部委員会の議決に代えることができる。 

（意見の聴取） 



第 11条 本部長は、必要と認めるときは、委員以外の者を本部委員会に出席させ、その意見を聴

くことができる。 

 （本部長の専決処分） 

第12条 本部長は、本部委員会を招集するいとまがないときは、本部委員会で議決すべき事項を

専決処分することができる。 

２ 本部長は、前項の規定により専決処分をしたときは、これを次の本部委員会において報告し、

その承認を得なければならない。 

   第４章 部会 

 （部会） 

第13条 本部委員会は、運営上必要があるときは、部会を設けることができる。 

２ 部会の委員は、本部長が委嘱する。 

３ 部会に関し必要な事項は、本部長が定める。 

   第５章 事務局 

 （事務局） 

第14条 対策本部の事務を処理するため、愛媛県観光スポーツ文化部内に事務局を置く。 

２ 事務局に関し必要な事項は、本部長が定める。 

   第６章 会計 

 （経費） 

第15条 対策本部の経費は、負担金及びその他の収入をもって充てる。 

 （予算及び決算） 

第16条 対策本部の収支予算は、本部委員会の議決により定め、収支決算は、監事の監査を経て

本部委員会の承認を得なければならない。 

 （会計年度等） 

第17条 対策本部の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

２ 対策本部の会計に関し必要な事項は、本部長が定める。 

   第７章 解散 

 （解散） 

第18条 対策本部は、本部委員会の議決により解散する。 

   第８章 補則 

 （補則） 

第19条 この規約に定めるもののほか、対策本部の運営に関し必要な事項は本部長が定める。 

 

   附 則 

１ この規約は、平成19年12月18日から施行する。 

２ 対策本部の設立当初の会計年度は、第15条第１項の規定にかかわらず、この規約の施行の日

から平成20年３月31日までとする。 

   附 則 

 この規約は、平成26年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成27年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この規約は、平成27年６月16日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成28年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成31年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この規約は、令和２年７月17日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和３年４月１日から施行する。 


